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専 攻 コース 氏 名 修士論文テーマ

法 学 リーガル・
スペシャリスト 枝 元 健 太 憲法の私人間効力――間接効力説の再評価――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 大賀安希子 信託課税における「受益者」の意義

法 学 リーガル・
スペシャリスト 大塚慎太郎 国税通則法23条１項「計算の誤り」の要件の再検討――国税通則法の改

正を踏まえて――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 大 東 祐 子 下請人の報酬請求権保護――既存の法制度の視点から――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 小 渕 直 樹 消費税における役務提供の対価性についての検討――京都地裁平成23年

４月28日判決を題材にして――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 片 山 雄 亮 源泉徴収の法律関係の再検討――最近の裁判例や裁決例を踏まえて――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 加 藤 喬 也 所得税法64条２項の適用範囲の再検討――求償権行使不能の検討を中心

に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 北 谷 優 輔 知的障害者の「親なき後」問題への成年後見制度の活用

法 学 リーガル・
スペシャリスト

グーリー
麻亜利

インターネット上の著作権侵害における不法行為地の国際裁判管轄につ
いて――日中比較を通して――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 小林憲志郎 交際費課税の要件及び範囲の再検討

法 学 リーガル・
スペシャリスト 篠 原 章 仁 相続税の課税財産の範囲――売買契約中に係る土地を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 柴 山 文 時効中断効の人的範囲の拡張に関する一考察――時効制度改正を念頭と

した民法155条の判例法理の再検討――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 末 松 和 真 遺産分割における錯誤無効の更正の請求の可否――東京地裁平成21年２

月27日判決を素材として――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 鈴 木 一 哲 役員給与課税を巡る問題点の再検討

法 学 リーガル・
スペシャリスト 竹内紘太朗 実質所得者課税の原則とタックスヘイブン対策税制の適用関係――最判

平成19年９月28日を題材として――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 坪 内 達 也 国税通則法65条４項の「正当な理由」の範囲

法 学 リーガル・
スペシャリスト 寺 本 尚 代 タックス・ヘイブン対策税制の適用除外要件の再検討――来料加工への

課税関係をめぐる裁判例・裁決例の検討を中心に――
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法 学 リーガル・
スペシャリスト 中 野 辰 洋 職務発明対価に関する所得区分の再検討――大阪地裁平成23年10月14日

判決を素材にして――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 中 山 航 太 連担建築物設計制度における余剰容積率移転に係る対価の所得分類

法 学 リーガル・
スペシャリスト 西 村 沙 貴 契約締結過程における説明義務の法的性質――投資取引における適合性

原則との関連性という視点から――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 新 田 浩 平 犯罪報道と適正な刑事手続の保障――予断排除の再考と対等報道実現に

向けての一考察――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 葉 狩 由 佳 居宅介護サービス費用の医療費控除該当性――最高裁平成21年11月13日

判決を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 馬 場 貴 志 『優越的地位の濫用』の判断基準――要件の明確化の可能性――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 日 高 祐 子 財産分与を不動産で行った分与者に対し譲渡所得課税を行うことの是非

法 学 リーガル・
スペシャリスト 平 井 淑 子 民法における公共性についての一考察――国立景観訴訟を契機として

――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 古 川 昂 太 自己株式取引が時価と乖離した場合の課税問題――資本取引と損益取引

との区分の観点から――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 水 谷 俊 介 役員の分掌変更時の退職所得性を巡る問題――京都地裁平成23年４月14

日判決を題材にして――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 本江康太郎 贈与税の成立要件である「取得した時」の考察――不動産の取得時期を

中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 山 岡 大 介 自己決定権の一考察――人格的利益説と一般的自由説の歩み寄りを目指

して――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 山 賀 一 哉 不法行為による損害賠償請求権の益金計上時期――東京高裁平成21年２

月18日判決の検討を中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 山 梨 良 太 シンジケート・ローンにおけるアレンジャーの責任――情報提供義務と

守秘義務の関係について――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 吉 田 淳 一 人格のない社団等の課税のあり方の再検討――民法上の組合との比較を

中心に――

法 学 リーガル・
スペシャリスト 吉 原 大 織 過失相殺（418条）の実相――損害軽減義務導入の是非をめぐって――

法 学 法 政
リサーチ 石嶺まりあ 低所得者における医療保障の再検討――医療扶助の国保吸収と国保の強

化について――

法 学 法 政
リサーチ 大久保謙司 戦後日本のキリスト教者の平和論――1946年から1955年――
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法 学 法 政
リサーチ 大 西 尚 紀 法解釈の求める「正しさ」とは何かについて

法 学 法 政
リサーチ 柏 倉 寛 至 医療情報の共有化の可能性――情報化社会における保護と利用のバラン

ス

法 学 法 政
リサーチ 小 嶋 覚 手続二分論導入による被害者参加制度の適正化

法 学 法 政
リサーチ 田 口 裕 貴 会社分割による労働契約承継と労働者の自己決定

法 学 法 政
リサーチ 津 田 壮 章 自衛隊退職者団体の発足と発展――1960年代の隊友会を中心に――

法 学 法 政
リサーチ 中 納 美 佳

医薬品アクセス問題における TRIPS 協定上の特許保護義務と国際人権
法上の義務の衝突についての一考察――強制実施権制度と健康に対する
権利――

法 学 法 政
リサーチ 渡邊真規子 屋外広告物の規制――神奈川県屋外広告物条例と小田原市屋外広告物条

例を通じて――
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